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論 文 内 容 の 要 旨

本論文 は、人間の最 も基礎的な集団である 「家族」にっいて、 日本 の近現代史 に材を取 って、

憲法学的な考察 を施 した ものである。

論文 は、 まず、 アメ リカ、 フランスの一八世紀末市民革命 と、それにもとつ く家族法制 の展開

とを概観 し、そこか ら、近代家族 の理念型 を抽出 して、 これを、「個人」、「国家」、「社 会」 とい

う、近代憲法原理 を組 み立て る諸範疇 と関係づけ、憲法学の対象 としての 「家族」の位 置 を同定

す る(第 一章)。

次に、近現代 日本の家族法制 の整備を、明治法体制 の確立 と展開(第 二章)、 戦後期 にお ける

家族法 の改革(第 三章)の 順で検討する。第二章では、家族法 と 「家族国家」観 との照 応の態様

が、家族社会史の見地 をも導入す ることを通 して、具体的に明 らかにされる。第三章で は、 日本

国憲法二四条二項 に書 き込 まれることにな った 「個人 の尊:厳」 と 「両性の本質的平等」の理念が、

戦後の家族法改正のなかで、いかに理解 され、 また、いかなる具体化を蒙 ったかが、憲法 お よび

民放の改正審議過程 に踏み込んで、点検 され、ついで、両理念 の、戦後の憲法学説および判例 の

なかでの受容史が、論 じられ る。

最後 に、以上 の考察 を踏 まえて、「家族」を憲法総論 のなか に位 置づ け、家族 をめ ぐる憲法問

題の論究に当 って は、現代の立憲国家を担 う個人を育 む場 としての 「家族」、 とい う境位 を指針

一49一



とすべき旨を示唆する。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

近代憲法の原理 は、 これまで、主 として、国家 と個人 の二極構造 をその基礎 的枠組 に据 えて、

組 み立 て られて きた。 これは、 フランス革命に典型的にあ らわれた とされ る、いわゆる中間団体

の否認 を前提 として、一方で、政治権力を集中させた国家の 「主権」 と、他方で、社団 の抑圧 と

庇護 か ら解放 された個人 の 「人権」 とを、主要 な概念軸 とす る、議論枠組 を成立 させた。

この枠組 は、 しか し、国家 と個人 の二主体の関係 に関心を寄せるあまりに、フランス革命によっ

て も解体 されることな く、どの国家 において も重要 な社会構成単位であることをやめたことが な

い 「家族」を、論究の対象 として位置づけ難 いものである。 日本において、社会意識の変化 を背

景 と して、「家族」をめ ぐる法的問題がさまざまな形で大 きな論議を呼ぶ にっれ、「家族」 の あ り

方 に対す る憲法次元での基本的態度決定が要求 されるようになると、上記のよ うな近代憲法原理

の枠組 にも、一 それを維持す るに しても一 根底的な見直 しが迫 られなければならない。

憲法学の置かれた、 このような状況をうけて、呉氏 は、 これまで学界 において充分 に行 われ る

ことのなか った 「家族」 にっいての憲法学的考察 に着手 し、ここにその成果を提示することとなっ

た。

氏の業績 は、 この主題を一 「個人」、「社会」、「国家」 どいう憲法理論 の基 本的な諸範 疇の洗

い直 しも含めて一 憲法総論の問題 と して受 け止め、総合的な考察のための基盤づ くりを行 った、

という点にある。その際、憲法学 における先行学説の蓄積が必ず しも充分 とはいえない不利 な研

究条件 のもとで、民法学、法社会学 の研究や、日本近代法史の研究、さらに家族社会史 を中心 と

した社会学、歴史学の文献 をも利用 し、咀囎 して、 これ らの知見を、憲法学の理論体系 との問で

摺 り合 わせ、近時学界で もようや く本格的な議論が行われ るようになった憲法総論の構造的 アプ

ローチに対 して、 この見地か らの一定の方向づけを示唆す るまで に至 ったことは、日本憲法学 に

対す る極めて貴重な寄与であると言わなければな らない。

また、台湾出身 の研究者 として、氏が、 日本の近代化過程 を、 「家族」 法制 とい う一 っの視角

か ら全体的に描 き出 し、その特質を抽出 したことは、欧米起源の近代憲法原理 を非西欧世界 の諸

国が、受容 し、近代化を推 し進あてい くという事態をめぐる、学問の立場か らの一定 の問題 整理

として も、重要 な意義 を有す るものといえる。

もっとも、本論文 には、憲法学以外の学問分野の業績を導入するに当って、それぞれの分野 で

の最新の動向か らすれば、より慎重 に言明すべきであった と思われ る点、また、日本 の近代 に対

する捉え方に、やや一面的 とも見えかねない部分がある点など、疑義 を付 しうる点 もないわ けで
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はない。 しか し、前者の点 について は、憲法学 自体 の先行業績 が不充分 な中での執筆状況 を考 え

ればやむをえないと思える事情があるし、後者の点 については、本論文の趣旨を損 なうまでの も

ので はない こと、及 び、氏 自身が この点に注意すべ きである旨自覚 していることに照 らせば、必

ず しも大 きな欠点 とすべきものではないと思われる。

総 じて、氏にとって外国語である日本語を、研究のための読解のみな らず、論文執筆の面 にお

いて も見事なまでに使用 して、 日本憲法学にとって も、従来本格的 に論 じられてこなか った基礎

的問題 にとりくみ、 これをまとめ上 げた ことは、大 きな評価に値す るものであると思われる。

以上 により、本論文 は、博士(法 学)の 学位を与え られるにふさわ しい ものと判断する。

一51一


